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物流業界を取り巻く環境～新型コロナウイルス感染拡大をふまえて
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１.新型コロナウイルス感染拡大による物流への影響
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新型コロナウイルス感染拡大の影響～国内貨物輸送

✓ 新型コロナウイルス感染拡大により消費や生産が落ち込み、国内貨物輸送の荷動きは鈍化しました。こうした中、人手不足が一時
的に緩和され、高騰が続いた運賃も下落しました。足元では、荷動きは回復基調にあり、運賃下落も底打ちしています。

✓ 一方、巣ごもり需要の増加等を背景に、宅配便取扱個数は前年比で大幅な増加が続いています。

(出所)国土交通省｢トラック輸送情報｣「宅配便取扱実績について」 「営業普通倉庫の実績（主要２１社）」 、全日本トラック協会「求荷求車情報ネットワーク成約運賃指数」を基に弊行作成
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グローバルサプライチェーンの寸断(一例)

新型コロナウイルス感染拡大の影響 ～グローバルサプライチェーン

(出所) 経済産業省｢第七回産業構造審議会 通商･貿易分科会(2020年5月26日)｣を基に弊行作成
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✓ 新型コロナウイルス感染拡大を受けて、世界各地における生産活動の停止、モノや人の移動制限等の要因でグローバルベースの
サプライチェーンが寸断されたことにより、様々な物資の供給途絶リスクが顕在化しました。

世界全体
旅客機の減便に
より航空輸送

が減少

EU→世界
医療関連物資の供給途絶

東南アジア→日本
自動車部品、

電子部品の供給途絶

中国→日本
自動車部品、

電子部品の供給途絶

EU

移民の停滞が
労働力不足に

中国

春節後、出稼ぎ労働者が地方
から戻らず、労働力不足に

米国

入国に伴う隔離措置が
技術者の移動の妨げに

中国
都市封鎖による陸上輸送の遅延、

中国初コンテナ船の減便

EU

国境通過に要する
時間が増大
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２.物流を取り巻く環境
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✓ 国内物流の大半を担っているトラック運送業は、労働時間が長く賃金が低い傾向にあり、若年入職者が減少しているほか、これに
伴い就業者の高齢化も進展しています。トラック運送業における人手不足は、足元では新型コロナウイルス感染拡大を受けて一時
的に緩和しているものの、事業者にとって深刻な課題となっています。

人手不足

所得：大型は全産業対比▲約1割、中小型は同▲約2割低い
労働時間：大型・中小型トラックともに同+約2割長い

<道路貨物運送業＞ ＜全産業＞
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(出所)厚労省｢賃金構造基本統計調査｣、総務省｢労働力調査｣、全日本トラック協会｢トラック運送業界の景況感｣、厚生労働省資料「一般職業紹介状況」を基に弊行作成

(注)パートタイムを含む常用雇用者。 職業分類は2013年に見直し

自動車運転
の職業は、人
手不足感の
強い｢建設の
職業｣よりは
低位であるも
のの、全職業
対比2倍程度

所得額 労働時間

全産業 501万円 2,076時間

道路貨物輸送業(大型) 456万円 2,580時間

道路貨物輸送業(中小型) 419万円 2,496時間
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6

08/4 10/4 12/4 14/4 16/4 18/4 20/4

自動車運転の職業

全職業計

建設の職業

（年/月）

所得額と労働時間の比較（2019年) 就業者の年齢構成

有効求人倍率（注）（10/04～20/08） トラック運送業者の労働力の過不足感

若年入職者
の減少
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輸送の小口化・多頻度化

(出所)国土交通省｢輸送統計年報｣｢全国貨物純流動調査｣を基に弊行作成
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✓ 国内貨物輸送量は、｢重厚長大」から｢軽薄短小｣への産業構造の変化等によって緩やかに減少してきましたが、足元ではEC市場
の拡大に伴なう宅配需要の増加等によって輸送量は下げ止まりつつあります。

✓ 輸送の小口化･多頻度化が進む中で、事業者の負担は年々増加しています。

国内貨物輸送量の推移 流動ロット構成比の推移(全輸送機関)
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各国のEC化率推移
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（ご参考）EC市場の拡大
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(出所)経済産業省｢電子商取引に関する市場調査｣、Euromonitor、国土交通省｢宅配便等取扱個数調査｣を基に弊行作成
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✓ 国内のEC市場は拡大が続いており、BtoCの市場規模はこの10年で約2.5倍にまで拡大しました。また、フリマアプリ等の浸透もあ
り、CtoCの取引も増加しています。こうした中、宅配便取扱個数は増加傾向で推移しています。

✓ 国内のEC化率は9%程度と、中国等の海外諸国に比べれば依然低く、今後もさらなる市場拡大が見込まれています。
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輸送効率の悪化

(出所)国土交通省｢自動車輸送統計年報｣｢トラック輸送状況の実態調査結果｣を基に弊行作成
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（注）積載率＝輸送トンキロ/能力トンキロ。2010年度より、自動車用貨物自動車のうち
軽自動車を調査対象から除外する等、調査方法を変更
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（注1）袋物、箱物、木材等を積み上げたり取り崩したりする作業。
（注2）縦持ち：地上から高い建物への搬入する作業

横持ち：同一社内の拠点間輸送等、本来の届け先以外に荷物を移動する作業。

（注1）

（注2）

✓ 輸送の小口化等を背景に、トラックの積載率は低下傾向で推移しており、2019年度には38%まで低下しました。また、1運行当たり
の荷待ち時間（物流拠点到着から積込み･取卸しまでの待機時間）が2時間を超えるケースは全体の約3割と、トラックドライバーに
とって拘束時間長時間化の要因の一つとなっています。こうした中、トラック輸送における効率化の余地は大きいとみられます。

営業用トラックの積載率（注）の推移 1運行あたりの荷待ち時間の発生状況（2015）

平均
1時間45分

点検等

4%

運転

50%

荷待ち

13%

荷役

20%

付帯等

1%休憩

10%

その他

1% 合計(平均)
13時間27分

<1運行あたり拘束時間内訳>

2時間超
約3割

～30分

23%

30分～1時間

22%
1～2時間

26%

2～3時間

14%

3時間～

15%



Table Color 

Table 

136

Copyright © 2020 Sumitomo Mitsui Banking Corporation. All Rights Reserved.

運輸
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業務

その他
17%

家庭

15%

産業

35%

その他

15%

環境規制への対応

(出所)国土交通省資料、国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィスのデータを基に弊行作成
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✓ 日本の排出量に占める運輸セクターの比率は2割程度と多くなっている一方、その過半を占める自動車輸送の排出量をみれば、
積載率の低下等を背景にここ数年改善が進んでいない状況です。日本政府も環境規制への対応加速を打ち出している中、今後は、
運輸セクターにおいても、排出量削減に向けた対応がより一層求められるとみられます。

日本の温室効果ガス排出量推移

パリ協定
約束草案

パリ協定
長期戦略

管首相所信表明演説
(20/10月)

実質
ゼロ

13年比
△26%

13年比
△80%

「2050年までに
GHG排出量実質
ゼロを目指す」方
針を発表

(ご参考)トンキロ当たりCO2排出量の比較

運輸部門におけるCO2排出量(2018年度) 貨物自動車のトンキロ当たりCO2排出量推移
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値上げ要請の動向

物流コストの推移 営業用貨物自動車の需給の予測

（ご参考）荷主側における物流コスト上昇

11

(出所) JILS｢2019年度物流コスト調査報告書｣ ｢ロジスティクスコンセプト2030｣ 、国土交通省を基に弊行作成
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✓ 輸送費の増加を主因に、荷主側における物流コストは2011年度以降増加傾向で推移しています。需給環境を見れば、人手不足等
を背景に今後も大幅な供給不足が続くと予測されている上、物流事業者の労働環境改善に向けた取り組みの進展等もあり、今後
も物流コストの増加は避け難いとみられます。

時期 内容

18/12月
｢ホワイト物流｣推進運動の展開
～荷主、一般国民向けに輸送の効率化等を呼びかけ

19/7月
トラック事業者に対する荷主の配慮義務の新設、荷主勧
告制度の強化、荷主への働きかけ等の規定の新設
<改正貨物自動車運送事業法>

20/4月 標準的な運賃の告示制度の導入(20/4月～)

<改正貨物自動車運送事業法>

24/4月
(予定)

自動車の運転業務の時間外労働につき、年960時間の
上限規制の導入開始（罰則付き)

物流事業者の労働環境に関する規制
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３. 物流効率化に向けた政府取組
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✓ 2016年に国土交通省主導で物流効率化に向けたプロジェクトが開始し、以降様々な施策が取り組まれてきました。こうした中、物
流事業の労働生産性は大幅に向上してきたものの、他業種対比でみれば依然として改善の余地がある状況です。

✓ 現在、次期総合物流施策大綱の制定に向け、政府を中心に一層の効率化促進等を目標とする様々な議論がなされています。

物流効率化に向けた政府取組

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成
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時期 内容

2016年 国土交通省生産性改革プロジェクト開始

16/2月 物流総合効率化法改正～荷主と物流事業者の連携促進等

17/7月
総合物流施策大綱(2017~20年度)

～社会状況の変化や新たな課題に対応できる｢強い物流｣
の実現

18/1月
総合物流施策推進プログラムを導入
～物流事業の労働生産性を将来的に全産業平均並みに引
き上げることを目指す(2020年度までに2割程度向上)

20/7月 次期総合物流施策大綱に向けた検討開始

物流効率化に向けた政府取組の流れ 次期総合物流施策大綱策定に向けた検討状況(主なテーマ)

物流事業における労働生産性(注)

<物流事業>

<全産業>

物流DXと物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した
最適化 ～「簡素で滑らかな物流の実現」

• サプライチェーン上の書面手続きなどのデジタル化の徹底
• 自動化･機械化の普及、新技術の開発･導入促進
• 物流･商流データ基盤の構築と各種プラットフォームとの連携
• 高度物流人材の育成

労働力不足対策と物流構造改革の推進
～｢担い手にやさしい物流の実現｣

• ディーセント･ワークの実現に向けた働き方と商習慣の見直し
• ラストワンマイル配送の一層の効率化(再配達削減、共同配送等)

• 物流リソースの有効活用(共同輸配送、倉庫等のシェアリング、貨
客混載等)

• 高齢者、女性、外国人などの活用による労働力の確保

強靭で持続可能な物流ネットワークの構築
～｢強くてしなやかな物流の実現｣

• 大規模災害や感染症を踏まえた強靭な物流インフラの整備

• 我が国の産業の競争力強化に資する、強靭性･多様性･復元力を
備えたサプライチェーンの構築

• 我が国物流企業の海外展開支援や農林水産物･食品の輸出促進
など、グローバルな物流施策の展開

• 地球環境の持続可能性を確保するための取組

15年度対比
+2割程度

（注）物流事業はトラック、内航海、貨物鉄道、倉庫事業の合計。労働生産性=付加価値額(経常利益、
人件費、労務費、租税公課、支払利息、地代家賃)÷(就業者数×1人あたり平均労働時間)
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(ご参考)物流総合効率化法

①事業の立ち上げ・実施の促進

・計画策定経費・運航経費の補助 等

②必要な施設・設備等への支援

・輸送連携型倉庫（トラック予約受付システム
等を備えた倉庫）への税制特例
→法人税：割増償却10％（5年間）
→固定資産税：課税標準1/2（5年間）等
・施設の立地規制に関する配慮
→市街化調整区域の開発許可に係る配慮

③中小企業者等に対する支援

・信用保険制度の限度額の拡充
・長期無利子貸付制度 等

大
臣
認
定

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成

14

トラック予約受付
システム

✓ 物流総合効率化法では、輸送網の集約、共同化、モーダルシフト等の物流効率化に資する事業に対する支援体制が構築されてお
り、支援対象の事業認定数は年々増加しています。 2016年の改正では支援要件として｢2以上のものが連携して総合化及び効率
化を行うこと｣が追加される等、荷主と物流事業者の連携が促進されています。

物流効率化法の概要 認定状況

二以上の者が連携して、流通業務の総合化（輸送、保管、荷
捌き及び流通加工を一体的に行うこと。）及び効率化（輸送
の合理化）を図る事業であって、環境負荷の低減及び省力
化に資するもの（流通業務総合効率化事業）を認定し、認定
された事業に対して支援を行うもの

支援対象となる物流総合効率化事業の例

（10月迄実績)

0

50

100

150

16 17 18 19 20 (年度)

(件)
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（ご参考）総合物流施策推進プログラム

総合物流施策推進プログラムにおける主なKPI（2020年度)

項目 施策に係る主なKPI

1.【繋がる】

サプライチェーン全体の効率化

 トラックの積載効率 ： 約40%（16年）→50%（20年）

 コンビニ取扱商品の電子タグ貼付数 ： 0個（16年）→約1,000億個（25年）

 アジアでの日本物流事業者の海外倉庫の延べ床面積 ：

20年までに17年比2割増

2.【見える】

透明化・効率化と働き方改革の実現

 トラック運送事業での契約内容書面化率 ： 約50%（17年）→60%（20年）

 宅配便の再配達率 ： 約16%（17年）→13%（20年）

 トラック運転に従事する女性労働者数 ：約2万人（16年）→約4万人（20年）

3.【支える】

ハード・ソフト一体での社会インフラの機能向上

 三大都市圏環状道路整備率 ： 74％（16年） → 80%（20年）

 物流総合効率化法による認定件数（輸配送の共同化） ：

3件（16年度）→100件（20年）

4.【備える】

災害リスク等に対応するサステイナブルな物流
の構築

 物流事業者におけるBCPの策定割合 ：

大企業63% / 中堅企業44% （15年）→ 大企業100% / 中堅企業50%（20年）

5.【革命的に変化する】

新技術（IoT、AI等）の活用による“物流革命”

 20年に高速道路での後続無人での隊列走行を実現、22年に商業化

 18年に山間部などニーズの見込まれる地域でドローンを使用した荷物配送を
実現。20年代には人口密度の高い都市でも安全な荷物配送を本格化

6.【育てる】

人材の確保・育成、物流への理解を深めるため
の国民への啓発活動等

 物流に関する高度な資格の取得者数（ロジスティクス経営士） ：

4,247人（13-2016年） → 4,700人（17-2020年）

15

（出所）国土交通省資料を基に弊行作成

✓ 総合物流施策大綱の実現に向けて、今後推進すべき具体的な施策を取り纏めた「総合物流施策推進プログラム」が公表されてい
ます（ 2018年1月公表、2019年3月改訂）。各目標には工程表やKPIが設定されており、実効性を持たせる仕組み作りが図られて
います。
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４. 今後の方向性

16
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今後の方向性

17

EC市場の拡大

<新型コロナウイルス感染拡大による変化>
• 荷動きの鈍化/巣ごもり需要の拡大
• グローバルサプライチェーンの寸断
• 非対面・非接触ニーズの高まり

収益力・競争環境の変化 ビジネスモデルの変化

業界構造が大幅に変化する可能性
（事業者の集約、メガプラットフォーマーの登場等）

<従来からの課題>
• 人手不足
• 輸送の小口化･多頻度化
• 輸送効率の悪化

②荷主

• 人手不足、自動化･気候変動対応等への投資

→物流のアウトソース(業務委託、資本提携等)

• 物流の重要性再確認

→大手EC事業者による物流事業の内製化･事業化
(独自の物流体制構成など)、小売事業者との提携

①物流業者

• 自動化･気候変動対応等への投資が必要

→同業間での再編・事業者の淘汰の親展

・物流ベンチャー等、異業種との連携

③周辺業界

• 物流関連投資の増加

→ハードやソフト面に強みを有する機械メーカー、IT

ベンダー、不動産デベロッパー等による物流関連
事業の拡大

• 物流ベンチャーの新規参入

新
技
術
、
ノ
ウ
ハ
ウ
の
吸
収
に
向
け
た

業
界
の
垣
根
を
越
え
た
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
の
活
性
化

技術革新の進展

✓ 人手不足や輸送効率の悪化等の従来からの課題に加え、新型コロナウイルス感染拡大もあり、物流を取り巻く環境は大きく変化し
ています。今後は、新技術の活用に加え、物流業務のアウトソースの進展や異業種を含めたアライアンスによる業界再編のほか、
メガプラットフォーマーの台頭など、業界構造が大幅に変化する可能性も想定されます。

気候変動への対応

物流を取り巻く環境の変化 想定される事業者の動き
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（ご参考）物流効率化に向けたアライアンス事例

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成

カテゴリ 品目 時期 企業 提携企業 概要

自動化

物流ロボット
システム

12/3 Amazon Kiva Systems
 運搬ロボットメーカーのKiva Systems（現Amazon 

Robotics）を買収。物流センター内の効率化に活用

16/6 MUJIN アスクル
 アスクルの物流センターへのロボット導入を目的に業務提携。

ピッキング工程のロボット化に関する技術開発

20/5 トランコム Chinoh.Ai
 AI･ロボティクス･IoT等の中国先端技術の日本国内へ

の導入を行うChinoh.Aiと資本業務提携

ドローン

16/3 楽天
自律制御システム
研究所

 産業用ドローンの活用に向けて、自律制御システム研
究所宛に出資

16/11 日本郵便
自律制御システム
研究所、NTTドコモ

 物流用ドローンの実証実験を実施。2018年にも山間部
や離島における宅配等にドローンを活用することを展望

17/9 日本通運
プロドローン、キヤノ

ンマーケティング
ジャパン

 倉庫内での在庫管理や物流施設の警備にドローンを活
用するための実証実験を開始

18/4 KDDI プロドローン
 KDDIの「スマートドローンプラットフォーム」とプロドロー

ン社のドローン技術の協業に向け、資本業務提携

20/5 ANAHD エアロネクスト  物流ドローンの共同開発に向けた業務提携を発表

20/11 ゼンリンデータコム A.L.I. Technologies  新たなドローン物流配送システム創出を目指した提携

パワーアシス
トスーツ

17/6 サイバーダイン ミライセンス
 「3D 触力覚技術」応用にかかる共同開発を目的に、資

本業務提携

自動倉庫
システム

12/2 豊田自動織機 西部電機
 自動倉庫や搬送機器など物流システム機器の競争力

強化を目的に資本業務提携

18/10
ファーストリテイリン

グ

ダイフク
 物流分野での包括的な提携。ダイフクの技術を活用し、

ファーストリテイリングの倉庫内自動化を目指す

19/11
MUJIN、

Exotec Solutions

 18/10月に提携したダイフクを含めた提携により、今後3
～5年で自社物流倉庫の完全自動化を目指す

18
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（ご参考）物流効率化に向けたアライアンス事例

カテゴリ 品目 時期 企業 提携企業 アライアンス概要

IoT
/AI

宅配ボックス 19/6 パナソニック Yper
 物流ITベンチャーYperと、置き配用のバッグを接続できる

宅配ボックスで協業

搬送ロボット等の
制御システム開発

18/11 パナソニック シーオス
 次世代ロジスティクス事業に関して共同で新たなソリュー

ションを構築していくための業務提携契約締結

20/8 フレームワークス MUJIN  倉庫制御システムの分野での業務提携を発表

自動運転

16/5 日野自動車 いすゞ自動車
 日野自動車といすゞ自動車は自動運転実用化に向けて

2016年から高度運転支援技術を共同開発

16/8 イオン DeNA
 DeNAの自動運転車両を利用した交通システム「Robot 

Shuttle」をイオンモール幕張新都心の隣接公園で実施

16/9 豊田通商
トラックメーカー
4社

 いすゞ自動車、日野自動車、三菱ふそうトラック・バス、
UDトラックスの4社で隊列走行の実証実験や共同開発

17/4 ヤマトHD DeNA
 自動運転車両を活用した宅配サービス｢ロボネコヤマト｣

の実証実験を開始

18/1 Amazon トヨタ自動車
 トヨタ自動車の公表したモビリティサービス専用EV「e-

Palette」のパートナーの一つとして連携することを公表

18/5 イオン
群馬大学、

千葉市

 イオンモール幕張新都心と幕張メッセの間で群馬大学、
千葉市と協働し、自動運転実証実施。将来の店舗送迎
活用を検討

AI画像認識
活用システム

17/5 NTTデータ Automagi
 物流画像判別AIエンジンの開発において、AI開発VBの

Automag社と協業

17/5 パナソニック NVIDIA
 パナソニックはNVIDIAとAI・ディープラーニングビジネス

を協働で推進することに合意

18/10
ニチレイロジ

グループ本社
Automagi

 冷蔵倉庫内の監視カメラの映像をもとに、カゴ車・パレット・
フォークリフト・ダンボールを個別に認識し、動きの追跡の分析
が行えるシステムを構築し、精度を検証

19

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成
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（ご参考）物流効率化に向けたアライアンス事例

カテゴリ 品目 時期 企業 提携企業 アライアンス概要

シェアリ
ング

トラック
シェアリング

16/9 Hacobu 大和ハウスエ業
 物流シェアリングサービス「MOVO」の共同開発に向けて、

資本業務提携

17/7 ラクスル ヤマトHD
 新たなトラックシェアリングのプラットフォーム構築を目指

すためラクスルはヤマトHDと提携

17/10 SBSロジコム シーオス
 物流コンサル企業シーオス社との物流シェアリングサー

ビス「iGOQ」の共同開発を発表

18/6
ドコマップ

ジャパン
NTTドコモ

 空車情報共有サイト「DocoMap」の提供などを行うドコ
マップジャパンにNTTドコモが出資

18/7 CBcloud CRE
 物流不動産の開発・管理事業を行うCREと業務提携。物

流シェアリング事業「PickGoカーリース」を協働で実施。

19/1 ラスクル
ハマキョウレック
ス/コクヨロジコム

 一般貨物事業車向けの物流シェアリングサービス「ハコ
ベル コネクト」に、ハマキョウレックス、コクヨロジコムが
参画。

倉庫
シェアリング

17/7

souco

東京海上日動
火災保険

 倉庫シェアリング事業における、貨物の保管と輸送中な
どを対象とした保険開発で提携

20/2 商工中金  物流事業に関するビジネスマッチングで提携

その他 スタートアップ

20/1 セイノーHD
Spiral Innovation
Partners

 物流事業領域専門ファンド｢Logistics Innovation Fund｣を
設立。投資先スタートアップ企業との強固な関係を持ち、
お互いの事業領域拡大に向けた共創を図る

20/4 ヤマトHD
グローバル･

ブレイン

 独立系VC大手のグローバル･ブレインと共同でCVCファ
ンド｢KURONEKO Innovation Fund｣を設立。物流及びサ
プライチェーンに変革を起こしうる革新的な技術･ビジネ
スモデルを有するスタートアップ企業、ヤマトグループと
の協業が見込めるスタートアップ企業を対象に

20

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成
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カテゴリ 時期 企業 概要

共同物流

16/10
三井化学、出光興産
東レ、ほか計6社

 千葉県京葉地区に工場をもつ化学メーカーでの共同物流。小口化学品を参加会
社の工場から集荷後、配送拠点までの幹線輸送と配送拠点から各社顧客までの
配送を共同化

17/2
アステラス製薬、武田薬品

ほか計4社

 非常時の医薬品の安定供給、品質確保、輸送効率化を目的に、北海道に新たに医療用
医薬品を共同保管・共同輸送する物流センター（札幌市）を設立することを発表

17/9

アサヒビール、
キリンビール他 計4社

+JR貨物・日本通運

 札幌駅構内の日本通運倉庫の活用やモーダルシフトによりドライバー不足への
対応や配送コスト削減、環境負荷低減を図る

18/6
王子製紙、日本製紙

ほか計4社

 王子製紙、日本製紙、大王製紙、カミ商事（愛媛県四国中央市）の製紙4社が、
ティッシュペーパー等の輸送で提携し、運送設備や管理システム共同利用のほ
か、輸送用パレットの共同開発を検討

19/4

味の素、カゴメ、
ハウス食品グループ

ほか計5社

 各社の物流子会社を統合し、新会社「F-LINE」を設立。配送伝票の統一に加え、
工場から共同配送拠点まで、配送拠点から顧客企業までの物流を共同化

19/6

日本マクドナルド、
読売新聞グループ本社

ほか計4社

 食塩輸送(大阪市大正区⇒神戸市東灘区)と夕刊輸送(大阪市北区⇒兵庫県西
宮市)を共同化。従来食塩輸送に4トントラックを、新聞輸送の2トントラックを使用
していたが、共同輸送により2トントラック一台での輸送が可能に

19/12・

20/6

日野自動車、
アサヒグループHD、

江崎グリコ、ほか計6社

 日野自動車の子会社NEXT Logistics Japanへ各社が出資し、東名阪間で荷主
2社の共同幹線輸送を開始。荷主2社で埋まらなかった空きスペースはトランコム
の積荷マッチングサービスで埋める

 20/6月、日本梱包運輸倉庫、ニチレイロジグループ本社が新たに参画を発表

20/8

セブン-イレブン･ジャパン、
ファミリーマート、ローソン

＋経済産業省、
流通経済研究所

 8月1日からの1週間にわたり、戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)の研究
開発の一環として、各社の店舗へのチェーン横断的な共同配送の実証実験を国
内で初めて実施

（ご参考）共同物流に関する取組事例

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成

21
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カテゴリ 企業 時期 概要

ECプラット
フォーム

日立物流

19/9

 AIソリューション等を提供するGROUNDと協業で、複数のEC事業者で最新鋭設備、物流システ
ム、倉庫内スペース、倉庫内スタッフをシェアリングする従量課金型のECプラットフォームセン
ターを開設

20/4  soucoと、EC事業者向けデータ連携プットフォーム事業で連携開始

20/7  EC物流効率化サービスを提供するロジレスと、ECプラットフォームセンターにおける連携を発表

SGHD 20/4
 通販事業者向けに、先進的な物流ロボティクスを導入した機械設備やスペースを従量課金制で

利用できる｢シームレスECプラットフォーム｣を提供開始

ラストワン
マイル

プロロジズ 20/7
 消費者へのラストワンマイル圏での物流施設需要の高まりを受けて、都市型物流施設｢プロロジ

スアーバン｣の提供を開始

（ご参考）EC市場の拡大を受けた取組事例

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成

22
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（ご参考）物流におけるデジタライゼーション

23
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効率化の進展～概観

24

港湾海上輸送 幹線輸送
荷
卸
し

物流拠点

① 海運の効率化
自動運航船等

② コンテナターミナル運営の効率化
ＡＩターミナル等

③ トラック幹線輸送の効率化
トラックの隊列走行、

連結トラック等

④ 入出庫の効率化
トラック予約受付システム、

スワップボディコンテナ車両等

⑤ 庫内作業の効率化
ＡＧＶ、自動倉庫型ピッキングシステム等

⑥ 配送作業の効率化
ＡＩによる配送ルート最適化、ドローン配送、

宅配ロボット等

⑦ サプライチェーン全体の効率化
ＲＦＩＤの活用、｢物の動き｣と｢取引の動き｣の見える化等

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成

✓ 「ビジネスプロセスの改善」によるコスト削減・効率化としては、以下のような事例が想定されます。
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✓ こうした状況を改善する手段として、IoT(Internet of Things)、人工知能(AI)、5G等の技術の活用に注目が集まっています。これらの
技術革新により、｢幅広い情報が瞬時に収集・分析｣され、情報の利活用が加速、企業の新たな付加価値・サービスの創出や生産
性向上が期待されます。

デジタライゼーションの進展

25

デジタライゼーションの流れ

クラウド・モバイル
（アップル・フェイスブック等が勃興）

AI

ＩｏＴ

ロボット ・・・ リアル
空間

インターネット
（グーグル・アマゾン等が勃興）

データ収集

メインフレーム
（IBM等が勃興）

PC・OS
（マイクロソフト・インテル等が勃興）

ビッグ
データ

新技術

2000年 2010年 現在1960年 2030年2020年

技術革新・普及スピード加速

10億 500億ネットに繋がる
デバイス数

100億

高度化実現5G

AI 運動の習熟 言語意味理解

技術 2030年に向けた動きと利活用が期待される分野

5G

次世代通信（5G）が2020年以降順次商用化

「超高速（現行比100倍）」「超低遅延(同1/10)」等の実

現に伴い、自動運転、建機や工場ロボットの遠隔制御、

遠隔監視、遠隔手術等の新たな需要創出

AI

AI技術（ﾃﾞｨｰﾌﾟﾗｰﾆ ｸﾞ等）の向上で活用機会拡大

画像認識レベルは人間の処理能力を超え実用化進展、

今後も運動や言語意味理解の学習が進み、幅広い分

野（自動運転・創薬・工場等の制御・遠隔監視等）のビ

ジネス拡大

IoT

多様な機器をネットワーク接続、収集情報分析･活用

データの可視化が進み、既存のビジネスプロセスの効

率化や新たなビジネスモデルの革新（シェアリングや

課金等の継続収益等を生むリカーリング等のビジネス

拡大）

情報の収集・分析・
利活用の重要性増大

技術動向と利活用が期待される分野
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デジタライゼーションの進展

26

ビジネスプロセスの改善
（コスト削減・効率化）

新たな付加価値の創出
（ビジネスモデルの革新<シェアリング等>）

✓ 新技術を活用することで、「ビジネスプロセスの改善」によるコスト削減・効率化、及び「新たな付加価値の創出」によるビジネスモデ
ルの革新等に繋がると考えられます。

省力化･省人化、データの可視化、分析の高度化

新技術の活用



Table Color 

Table 

136

Copyright © 2020 Sumitomo Mitsui Banking Corporation. All Rights Reserved.

効率化の進展～①海運

27

期
待
さ
れ
る
効
果

将来の「自動運航船」のイメージ

✓ 海運では、自動運航船を実用化すべく、船上の高度なセンサーや情報処理機能、セキュリティの確保された衛星通信、陸上からの
遠隔サポート機能などを備えた船舶とその運航システムの構築が志向されています。

✓ こうした自動運航システムの構築は、港湾における入港手続きや荷役の効率化にも寄与するとみられます。

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成

港内沿岸部（輻輳海域含む）外洋上 接岸・荷役

• 入港手続きにかかる時間、
労力削減

• ヒューマンエラー起因海難
事故防止

• 熟練船員不足への対応

• 船員労働環境の改善
• エンジントラブル等による

不稼働減少
• 要員不足への対応

• ヒューマンエラー起因海難
事故防止

• エンジントラブル等による
不稼働減少

• 接岸・荷役の肉体作業の
削減

• 船員労働環境の改善
• 熟練船員不足への対応

外洋上は、見張りを機械
及び陸上からの遠隔監

視により実施。

沿岸に近づき、船舶交
通が増えてくると、船員
も見張りを行うものの、
見張り・操船は基本的に
自働化。船員は主に機
械の下す判断を監督、

承認する役割。

港内に入り、船体が岸
壁と平行になる位置まで

自動操船。

最終の接岸操船及び綱
取りは、無人タグのアシ
スト等を受けつつ有人で
実施。荷役は、一部自働

化。

⚫

⚫

⚫
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効率化の進展～①海運

28

～2020 ～2025 2025～

技
術
開
発

基
準
・制
度
等

フェーズⅠ自動運航船（IoT活用船）

フェーズⅡ自動運航船

フェーズⅢ自動運航船i-Shipping(Operation)による技術開発補助
より高度な技術開発・

システム化

フェーズⅡ船に対応した措置 フェーズⅢ船に対応した措置（民事責任等も含む大幅な見直し）

自動運航船実証事業

フェーズⅡ船に対応した措置 ガイドライン作成 条約改正

技術開発を支援

先進的・実証的取
り組み始まる

本格的普及期に至
る

基準見直しに必要
な実証を実施

見張り支援

操船支援

離着桟支援

機関遠隔監視

遠隔・自動見張り

一部遠隔・自動操船

自動離着桟（中小型船）

機関故障予知・予防

高度な自動操船

自動離着桟（大型船）

機関保守自働化

フェーズⅠ（IoT活用船） フェーズⅡ フェーズⅢ

開
発
の
段
階

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成
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効率化の進展～②港湾

29

✓ 港湾では、AI･IoT･自動化技術の活用によって、効率的な荷役を可能にする｢AIターミナル｣の実現が目指されています。AIターミ
ナルの実現に向けては、まず物流情報を船会社、ターミナルオペレーター、陸送業者、荷主等の関係各者間で共有することが課題
となっています。

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成

AIターミナル

遠隔操作化・自働化による
最小体制・機器による高効
率化、荷繰りの最小化

情報技術の活用、コンテナ
ダメージチェックの自働化
等により貨物搬入・搬出時
のシャーシ待ち時間ゼロ

出入荷状況の把握
によりムダを削減し、
高稼働率を実現

流入車両の平準化により
ゲート待ち時間ゼロ

船舶の
入出港待ち時間ゼロ

荷役待機時間ゼロ

本船荷役時間の
最小化
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効率化の進展～②港湾

30

✓ AIターミナルの実現によっては、港湾が抱える以下のような課題が解決されると期待されています。

AIターミナルの実現によって解決される課題

コンテナ、車両情報の自動識別 荷役機械等の予防保全的維持管理港湾情報の可視化・一元化

ターミナルのオペレーションの最適化 コンテナダメージの自動判別熟練者の暗黙知の定式化

コンテナの自働搬送・隊列走行 荷役機械の遠隔化・自働化

ターミナル周辺の渋滞
ドライバー不足

老朽化施設の増加
関係者間の情報共有不足
解析のための情報量の不足

システムの大規模・複雑化に伴う人間
による管理の限界

チェック基準のばらつき
労働力不足、労働環境・安全対策

熟練者の高齢化、減少

陸上輸送コストの増大・ターミナル周辺
の渋滞

積卸コンテナ個数の増大
労働環境・安全対策

ＩｏＴの
活用

ＡＩの活
用

自働化
の活用

課題

課題

課題

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成
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効率化の進展～③幹線輸送（トラック）

31

トラック隊列走行

➢ 2016年8月から｢スマートモビリティシステム研究開発･実証実

験：トラックの隊列走行の社会実装に向けた実証｣（経産省、国

交省事業）を開始。

➢ 2017年度に後続有人システムを用いて、高速道路で社会受容

性の検証を実施。

➢ 関係省庁を含む関係者の協力を得ながら走行場所等の検討を

早急に進め、後続車両有人の隊列走行を含めた着実なステッ

プにより2020年に新東名においてトラック隊列走行を実現。

➢ 早ければ2022年に事業化することを目指す。

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成

連結トラック

✓ 幹線輸送では特にドライバー不足が深刻で、連結トラックの活用や隊列走行の実現による輸送効率の向上が急がれています。

①先頭車両はドライ
バーが乗車し、有人
で運転。

②先頭車両と後続車を電子的
に連結することで隊列を形成。

③後続車両は自動走行シス
テムを使って無人走行。

④3台目以降の後続車両も電子
的な連結と自動走行システムを
使って無人走行。

有人 無人 無人

拠点A

拠点A

拠点A

拠点B

拠点B

拠点B

大型トラック

大型トラック

連結トラック

最大積載量
13ｔ

最大積載量
13ｔ

最大積載量
24ｔ (全長21mの場合)

ドライバー1人で約2台分の輸送が可能
⇒トラックドライバーの生産性が向上

➢ 2019/1月、特殊車両通行許可基準の改正により、ダブル連結ト

ラックの車両長の制限が、従来の21mから25mに緩和。新東名

を中心に本格導入開始

➢ 19/4月より、複数企業による共同輸送が本格化

(20/5月時点：運行企業7社、許可車両33台)

➢ 19/8月、東北道や山陽道等など、対象路線を拡充

➢ 普及促進に向け、SA･PAの駐車マスの整備等を推進
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✓ 荷卸しの行程では、トラック予約受付システムの導入やスワップボディコンテナ車両の活用による荷待ち時間の削減等が進んでいます。

効率化の進展～④荷卸し

32

トラック予約受付システム

シ
ス
テ
ム
導
入
前

【トラック事業者側】
・ドライバーの労働環境が改善
・生産性の向上

【トラック事業者側】
・渋滞・待ち時間の発生
・時間が読めず非効率

➢ トラックドライバーが物流施設への到着時刻をスマートフォン

等から事前に予約することが可能なシステムの導入を促進。

【倉庫・物流施設側】
・倉庫内の作業効率改善
・良好な周辺環境確保

【倉庫・物流施設側】
事前に庫内作業計画が
立てられず、非効率

(出所)シーオス資料を基に弊行作成

1

2

3

1

2

3

14：00に1番
バース

14：15に2番
バース

遅れられない
ので早く来て

待つ

いつ接車でき
るか読めない

シ
ス
テ
ム
導
入
後

スワップボディコンテナ車両

➢ 車体と荷台を簡単に分離することが可能
⇒荷待ち時間削減、積載率向上

➢ けん引免許が不要
⇒ドライバー不足を解消

帰り荷の確保により積
載量が倍増し、トラック

台数を削減

日帰りでの勤務が
可能となり、労働
環境が改善

拠点
C

拠点
A

拠点
D

拠点
B

中継地点で
荷台を交換

【活用例②：中継輸送での活用】

トラック到着前から荷役が始めら
れ、トラック到着までにコンテナを
一杯にできる。積載量が向上し、

トラック台数を削減できる。

トラックは到着後、荷台を付
け替えるだけで出発でき、荷
役作業による待ち時間を削

減できる。

【活用例①：物流施設での活用】

(出所)国土交通省資料を基に弊行作成
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効率化の進展～⑤物流拠点内

33

入荷 在庫 出荷

搬送 格納 棚卸
移動

保管
ピック 製函 投入 封函

ピースピッキング 梱包

低床式無人搬送機

自動フォークリフト

搬送ロボット

アーム型移動ロボット アーム型ロボット

棚卸ロボット 棚卸ドローン

ボイス
ピッキング

ヴィジョン
ピッキング

パワー
アシストスーツ

無人化

省人化

省力化

ロボット倉庫

自動化

誰でも
できる化

リソース
有効活用

自動化

自動化

リソース
有効活用

誰でも
できる化

3K要素の
低減

3K要素の
低減

✓ 倉庫内では、省力化・省人化・無人化に向け、物流ロボット等の活用が進んでいます。

省力化 省人化

3K要素
の低減

誰でも
できる化

リソース
有効活用

自動化

倉庫内における主な物流ロボット

誰でも
できる化

(出所)アビームコンサルティング資料を基に弊行作成
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効率化の進展～⑥配送

34

配送の効率化

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成

既
存
業
務

AIによる配送
ルートの最適化

配
送
手
段

受
取
手
段

ドローン配送

宅配ロボット
配送

宅配ボックス

置き配

⚫ 名古屋大学発のベンチャー・オプティマインドは日本郵便と協力して、全国複数ヶ所でAIを用いた最適
配送ルート作成の実証実験を実施
→20/6月、日本郵便がゆうパック配送のルート作成にAI活用

⚫ 東京大学発のベンチャー・日本データサイエンス研究所は、スマートメーター(電力計)のデータから住人
の在不在を判断し、配送ルートを自動作成するシステムを開発、東京大学構内で実証実験を実施
→20/9月、佐川急便が横須賀で実証実験実施

⚫ 国交省は、全国5カ所(福島県南相馬市、埼玉県秩父市、長野県白馬村、岡山県和気町、福岡県福岡
市)で実証実験を実施。22年度以降、都市部での荷物配送を目指す。

⚫ 楽天は無人配送サービスの実用化に向け、中国ＥＣ大手京東集団との連携を発表(宅配ロボットを含
む)。横須賀市沖の猿島で食材などをドローンで運ぶ定期サービスを実施。

⚫ DeNAとヤマト運輸は、指定された場所、時間に荷物保管ボックスを搭載した自動運転車両で宅配便を
配送するサービスの実証実験を実施(ロボネコヤマト)

⚫ 20/7月、日本郵便が初の公道での実証実験を実施

⚫ ヤマト運輸は、24時間荷物の受取や発送ができる無人店舗｢クロネコスタンド｣を東京都内で開設。

⚫ パックシティ･ジャパンは2022年までに宅配ロッカー（PUDO）を全国で5千か所まで広げる計画。

⚫ 日本郵便は、Yperが開発した置き配向けのバックを活用し、｢指定場所配達サービス｣を開始。受取人
は荷物を置く場所として車庫、メーターボックス等を選ぶことが可能。

⚫ 20/3月以降、Amazonでは自社配送網で注文時の初期設定を｢置き配｣としたほか、ヤマト運輸、日本
郵便、佐川急便でも置き配への対応開始。

⚫ 20/8月、セイノーHDとフェリシモ(通販)がギグワーカーを活用した置き配サービスを手掛けるJVを設立

<事例>

✓ 配送分野では、EC市場の拡大等を背景に、特に宅配業者の負担が増加しています。AIによる配送ルートの最適化に加え、ドロー
ンやロボットを活用した新しい配送手段の開発や、宅配ボックスの活用による再配達の削減等が進められています。また、これら
配送手法は、新型コロナウイルス感染拡大を受けて高まった非接触･非対面ニーズにも対応可能として注目されています。
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(出所)内閣府、国土交通省資料を基に弊行作成

スマート物流サービス

✓ 「物流・商流データ」を一気通貫で利活用する情報プラットフォームを政府が主導して構築（期間は22年度までの5年間）。

✓ 生産・物流・販売までのサプライチェーン全体の最適化及び生産性向上を目指す。
概要

2.「モノの動きの見える化」技術の開発

①貨物動態情報や積載3Dセンシング技術の開発

②荷姿・貨物情報の自動認識技術の開発

③港湾荷役業務の自動化技術の開発

3.「商品情報の見える化」技術の開発

①安価なRFIDタグの開発 ②高精度リーダーの開発

③製品への高速貼付方法の開発

④国際標準規格の獲得

1.物流・商流データプラットフォームの構築

①ブロックチェーン等の技術を活用し、高いセキュリ
ティを確保したプラットフォームの開発

②大量の物流・商流データの処理・分析技術を開発

研究
開発
内容

データ利用事業者
(ITベンダー等)

仕入原価 受注情報 受注金額 仕入計画 個人情報

メーカー 卸・倉庫 運送事業者 小売

EC/ラストマイル

消費者

モノの動き(フィジカル空間)

物流・商流データプラットフォーム(サイバー空間)

新技術(Iot、AI)の開発
によって「モノの動き」と
「商品情報」を見える化

収集データを活用し、
新たなアプリ、サービ

スを開発・提供

生産データ

パレット規格データ 梱包規格データ

積載率データ

賞味期限データ

入出庫データ トラック動態データ 店舗位置データ

購買データ

協調領域の情報をサプライチェーン間で共有

構想

✓ 個々の場面での物流効率化に加え、大量の貨物情報等をデータ化することで、サプライチェーン全体を最適化しようとする取組も
進んでいます。内閣府が主導する「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」では、ブロックチェーン等の活用により、企業横断
的に使用可能なプラットフォームを構築しようとする「スマート物流サービス」プロジェクトを開始しています。

～2020年度 2021年度 2022年度 2023年度～

要素基礎技術の開発

社会実装

データ収集技術の開発(モノの動き･商品情報の見える化)

AIによる蓄積

ビックデータ
の活用

商習慣改革･標準化

<SIPのスケジュール>
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物流業のマッチングサービス

荷主等

マッチング
プラットフォーム

登
録

検
索

使いたい企業と提供したい企業を
直接マッチング

物流施設 トラック

船

飛行機

✓ 「新たな付加価値の創出」によるビジネスモデルの革新としては、荷主と輸送・保管手段の空きスペースを直接マッチングするプ
ラットフォームの形成が挙げられます。

デジタルフォワーダー
➢船舶や航空機の空きスペースと荷主をオンライン上でマッチングするサービス。
➢貨物の輸送動向をリアルタイムで確認できるサービスや貿易書類をオンライン上で作成するサービスと併せ
て普及が進んでいる。

トラックマッチング
サービス

➢荷主とトラック輸送業者をオンライン上でマッチングするサービス。
➢更なる普及に向けては、業務内容の標準化(注) 等が課題とされる。
(注)トラック輸送においては、荷役作業等付帯業務が含まれることも多く業務内容が複雑化しているため｢メニュー化｣が難
しく、オンラインでのマッチング上の課題となっている。

倉庫マッチングサービス
➢物流施設を貸したい企業と借りたい企業をオンライン上でマッチングするサービス。
➢物流施設は、千坪・年単位で賃貸借されることが多いため、小ロット･短期間での利用ニーズに対応。

・他社の価格がオープンにな
り価格の平準化が進む

・下請会社が直接荷主にア
クセスできるようになり、多
重下請構造が解消される

・好条件の倉庫･トラックへ荷
物が集中し、優勝劣敗が明

確になる
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国内スタートアップ

✓ 国内では、AI等の技術を駆使し、マッチングプラットフォーム事業を展開するベンチャー企業が存在感を現しています。物流会社も
関心を高めており、出資や提携を進める動きもみられます。

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成

設立年 主分野 概要、最近の動向

2009 トラック
軽貨物のマッチングプラットフォーム｢ハコベルカーゴ｣、一般貨物の｢ハコベルコネクト｣を提供。2019年8
月時点で登録トラック数は約11千台。2019年8月東証一部上場。

2013 トラック
配送のマッチングプラットフォーム｢PickGo｣を提供。約12千人のドライバーが登録。2019年8月
Softbank、佐川急便、日本郵政、CREより約12億円を調達。2019年9月ANA Cargoと提携し、空陸一貫
輸送体制を構築。

2015 トラック
バース管理、動態管理、配送マッチング等が可能な物流プラットフォーム｢MOVO｣を提供。2019年4月ア
スクル、ソニーイノベーションファンド等から約4億円を調達。2019年9月三井不動産との資本業務提携
を発表。

2016
フォワー
ディング

2018年12月フォワーディング事業免許を取得し、ウェブ上での見積り取得、輸送管理に加え、実際の貨
物輸送依頼を受注することが可能になった。2019年2月ANACargoと共同で国際航空貨物輸送における
プロセスのデジタル化及びデータの活用を目指した実証実験を行うことを発表。

2016 倉庫
1パレット、1日単位から利用することが可能な倉庫シェアリングサービスを提供。2017年10月よりオープ
ンβ版を公開していたが、2019年6月に正式版をリリース。2019年6月末の登録アカウント数は約400
社。2019年7月モノフル(日本GLPのグループ会社)等より約4億円を調達。

会社名

ラクスル

CBcloud

Hacobu

Shippio

souco
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米国スタートアップ

(出所)各社プレスリリースを基に弊行作成

海外大手物流会社の取組

会社名 設立年 概要、最近の動向

Flexport 2013
輸出入業務をオンライン上で完結させることができるプラットフォームを提供。顧客は10,000社を超え、
世界200カ国超を跨ぐ貿易取引に関与している。2019年2月ソフトバンクビジョンファンド等から約10億ド
ルを調達。

FLEXE 2013
倉庫の空きスペースと荷主をマッチングするプラットフォームを提供。1000ヶ所を超える倉庫のネット
ワーク組織している。2019年5月約43百万ドルを調達。

Convoy 2015
トラックのマッチングサービスを提供。トラック運送業者1万社以上のネットワークを構築し、300社以上の
荷主企業を顧客に有する。2018年9月CapitalG(Alphabet社の未公開株投資部門)等から約1.85億ドルを
調達。

主分野

フォワーディング

倉庫

トラック

取組内容

トラック等のマッチングプラットフォーム｢Saloodo!｣を提供。2019年9月Convoyとの提携発表。

2015年7月トラックマッチングプラットフォーマーのCoyote logisticsを買収。

2016年5月物流マッチングプラットフォーマーuShipと提携。トラックマッチングサービス｢Drive4Schenker｣
を提供。

オンラインでの見積もりや貨物動態管理、ブッキング等がワンストップで行えるプラットフォーム「ｍｙＫＮ」
を提供。

オンラインでの海上輸送ブッキングが可能なプラットフォーム｢Twill｣を展開。マースクグループ以外の船
を利用することも可能。

Deutsche Post DHL

会社名

総合物流

総合物流

総合物流

フォワーダー

海運

DB Schenker

Kuehne + Nagel

Maersk

UPS

業態

✓ 海外では、国内以上に物流関係のベンチャー企業に注目が集まっており、米国のデジタルフォワーダーであるFlexportは直近の
ラウンドで10億ドルもの資金を調達しています。海外の大手物流会社の中はそうしたベンチャー企業との提携のみならず、自社で
のプラットフォーム開発を進めている先もあります。
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必要な場所から場所への
単純輸送

大型拠点へ集約し、周辺へ輸送
（ハブ&スポーク型）

物流拠点をネットワーク化、その
時々の車両･貨物情報から導かれ
る最適な積載方法･ルートで輸送

過去 現在 未来

車両･貨物の
即時情報を
取得可能に

収集された
ビッグデータ
をAIで解析、

最適な輸送
方法を提示
可能に

貨物の規格を
業種･地域横断

的に統一

米：Fedex

日：ヤマト運輸
の台頭

新たな
事業者の
台頭？

✓ 世界中のあらゆる物流拠点、車両、貨物情報等を全てシェアリングすることでグローバルな物流ネットワークを構築し、統一された
システム、プラットフォームで最適に運用することで物流拠点や車両の稼働率を高めていくことが、物流の効率化に繋がるとの考え
方も提唱されています。この考え方は｢フィジカルインターネット｣等と呼ばれ、足下で注目を集めています。


